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決算説明会の模様 

決算説明会では、「27.3 期 1Q 連結業績」について、社長の松田より説明しました。 

 

1. 27.3 期 1Q 連結業績 

 

27.3 期 1Q 連結業績は増収増益。通期予想に対し、好調な滑り出し。 

⚫ 売上高: 1 兆 4,873 億円 (YOY+5.1%)、通期予想進捗率 23.2% 

⚫ 調整後営業利益: 3,143 億円 (YOY+21.1%)、通期予想進捗率 26.0% 

⚫ 調整後当期利益: 1,934 億円 (YOY+21.6%)、通期予想進捗率 26.5% 

⚫ 上期はサービス改定効果をはじめ、テレコムコアが増益を牽引。下期は中期成

長を見据えた戦略的コスト投下を計画。 

 

2. モバイル構造変革の進展 

 

LTV 重視の取組みが奏功し、スマートフォン稼働数は 3,330 万契約（YOY＋39 万契

約）、モバイル ARPU は 4,400 円（YOY+160 円）と伸長した一方、スマートフォン解約

率は 1.17%（YOY▲0.06pt）と低減。 

 

3. グロース領域の 27.3 期 注力ポイント

 

パーソナルグロース、ビジネスグロースともに順調に進捗、通期予想に向けた取組み

を明確化。 

⚫ パーソナルグロース: 

➢ 調整後営業利益 555 億円(YOY+9.3%)と順調。 



➢ 金融事業は減益も想定通り、ゴールドカード基盤は 207 万会員(YOY+46 万)

と拡大。 

➢ ローソンとともに、先行するコンビニ×通信の価値づくりを強化。 

⚫ ビジネスグロース:  

➢ 調整後営業利益 185 億円(YOY+21.6%)と増収増益。 

➢ AI インテグレーションが順調に立ち上がり、クラウド基盤売上は YOY+30%超

と拡大。 

➢ 海外コネクティビティ DC は AI 推論需要を捉え、調整後の EBITDA126 億円

(YOY+20.7%)、EBITDA マージン 44.1%と高収益を維持。 

 

4. ガバナンス強化の取組み

 

⚫ 不適切取引事案:  

➢ グループガバナンスの体制強化に向けて再発防止策を全社で実行。 

⚫ 不正アクセス事案:  

➢ 行政指導を厳粛に受け止め、再発防止に全力を尽くす。 

➢ 合わせて、業界横断したセキュリティ水準の向上・啓蒙に取組む。 

 

5. “Power-to-Connect 2028”の進捗 

 

お客さま起点での新たな事業の創造に向けた取組みが進捗。 

⚫ AI 労働力: 「au セールスサポート AI」を au ショップ全店（約 2,000 店舗）に導

入し、業界が抱える課題を AI で解決。接客・販売により専念できる環境を整

備。 

⚫ AI 生活力: 信頼できる一次情報をもとにした対話型 AI サービス「Buffmee」

で、新たな学び・趣味体験を提供。 

⚫ 社会実装に向けた取組み: リアル×テクノロジーならではの価値創造に向け

て地域接点・インフラを強化。 

⚫ 「クオリティ」向上に向けて: 規律あるキャピタルアロケーションを遂行。 

 
 
主な質疑応答 
 
質問者 1  

Q. 楽天ローミングについて伺いたい。各社報道では 9 月末終了とされる一方、一部

のルーラルエリアでは継続するとの記事や、交渉中との記載もある。事実関係を整理
してほしい。また、記事にあるように一定程度固まりつつあるのであれば、今期、来期

の減収影響や、提供エリアなど、変化点を説明してほしい。 
A.楽天モバイルには人口カバー率を補完する目的で 7 年間にわたりローミングを提



供してきた。楽天モバイルのエリアも拡大したため、当社は一定の役割を果たしたと
考えており、現行契約は 2026 年 9 月で終了する。これは、au、UQ mobile、povo のお

客さまの通信品質を堅持するためであり、状況によって毅然と対応を取っていく。 
現行契約は一旦終了するが、競争と協調の在り方を踏まえ、一部のルーラルエリア
に限定し、一定期間はインフラ維持に協力することとした。限定エリアについても、時
間軸を定めて楽天モバイルが自前で構築することを明言してもらっている。 
ローミング収入は、1Q は YOY で約 8 億円の減収影響があった。通期ガイダンスでは
保守的にみており、下期以降の契約を見込まず、収入を計上していない。ただし、一
部ルーラルエリアの提供継続により下期に収入は発生することになるが、具体的な
金額は開示していない。 
 
Q. KDDI ユーザーのトラフィックを守るためとのことであるが、9 月末以降、KDDI ユー
ザーの通信品質の体感はどの程度向上するのか。都心部でも一部提供しているので
あれば、都心部で品質改善する地域が出ると期待してよいか。 
A.当社のお客さまを優先することになるため品質は改善する。定量的にどのくらい改
善するかについては回答を控えさせて頂く。 
 
Q. 料金改定は順調に進み、1Q は解約率低下と ARPU 上昇、純増好調と大変順調
だったと理解。ソフトバンクも既存料金を改定し、NTT ドコモも既存料金の改定を検討
していると理解している。さらなる好循環に向けた 2 周目の料金改定をどの程度検討
しているか。KDDI には他社より若干廉価なプランもあり、余地があると考えている

が、考えを伺いたい。 
A. 昨年当社が先行して料金改定に踏み切り、お客さまに受け入れて頂いた。他社も
価格から価値へ訴求するプラン変更を進めている。当社は昨年 8 月に au の料金を
改定し、1 年が経過しようとしている。現在は、au バリューリンクプランや、先般キャン
ペーン料金を発表したコミコミプランバリューの浸透が順調に進捗している。これによ
り料金改定効果だけでなく、プラン構成比の上昇によって通信料収入が増加してい
る。現時点では、既存プランの浸透を高め、通信料収入を継続的に増加させることに
注力する考えであり、次の料金改定として決まっているものはない。一方、価値を対
価につなげる検討は、業界のトレンドセッター的な位置づけとして常に行っており、機
会を探りながら実行し、そこで得られた対価をパートナーへ循環させる流れを継続し
たい。 
 
Q. 1Q の料金改定影響を除いた、オーガニックなモバイル ARPU の伸びのイメージを
聞きたい。また、2 周目の料金改定を検討する際に最も重視する条件があれば、教え
て頂きたい。 
A. 1Q の通信料収入増加では料金改定の影響が大きいが、au のバリューリンクプラ
ン、UQ のコミコミプランバリューの浸透、UQ mobile から au へのセルアップ増加の効
果も含まれる。具体的な金額や割合は開示を控えるが、これらは計画を上回って進

捗している。今後の価値作りでは、金融領域と当社の強みである通信品質を中心とし
た価値作りを進めていきたいと考えている。 
 
 



質問者 2  

Q. 付加価値重視の経営へ舵を切り、上期は料金改定やプラン構成比の改善で十分

な利益が出ると考える。下期はグロース領域の成長加速が重要になる。AI インテグ
レーション、海外コネクティビティ DC、金融事業、ローソン関連について、下期にどの
程度成長を加速できると考えているか。具体的な取り組みを聞きたい。 
A. 1Q 業績は好調で、順調な仕上がりとなった。この状況は上期を通じて続き、下期
も価値向上をバネにプラスへ持っていく。ビジネス、パーソナルいずれも、その先の更
なる成長を見込んだコスト投下も行いながら、期初目標を達成していく。 
パーソナルグロースは計画に対して若干ビハインドだが、進捗は概ね計画線上であ
る。端末補償を中心としたデバイス事業と Ponta パス、ローソンが牽引している。デバ
イス事業について、端末価格が部材高騰や為替の影響で上昇する中、修理と補償の
需要拡大をチャンスと捉え、デバイス領域を一段引き上げるプランを検討している。
Ponta パスは、Ponta パスライト会員の Ponta パスへの移行を進めている。顧客基盤
を強化し、ローソンとの連携を一段と推進する。金融事業については、1Q の減益は
計画に織り込み済みであり、預貸バランスをコントロールしながら進めていく一方、ク
レジットカードを中心とした決済分野は好調。Pay to Bank 戦略としてクレジットカード
を起点に銀行口座の利用へつなげ、より粘着性の高い口座を増やす。au PAY ゴー
ルドカードは 5 月に 200 万契約を達成した。UQ コミコミおトク割と au PAY ゴールドカ
ードを組み合わせた施策により発行割合が高まっており、au じぶん銀行を含む金融
事業の成長につなげる。今のところ計画についてはオンラインで順調に進捗してい

る。 
ビジネスグロースでは、下期は AI インテグレーション、クラウド、セキュリティ、AI-
BPO がポイントとなる。AI インテグレーションは 4 月に新生 KDDI アイレットとして新
体制を立ち上げ、旺盛な需要を取り込めている。新規案件は従来の 3 倍以上であ
り、お客さまに非常に好評であるため、下期に向けて確実に受注へつなげていく。ク
ラウドについても引き続き需要が旺盛で、AWS 中心から Google Cloud、Oracle、
Microsoft へ対応範囲を広げ、クラウド基盤の拡大を加速する。セキュリティでは、
PaaS と呼ばれるサービスが出てきているが、弊社もしっかり準備が出来ている。下期
はサプライチェーン評価制度が始まるため、制度変更を機会と捉え、新しいサービス
で需要を取り込んでいく。AI-BPO は前期に底を打ち、成長基調に転じてきている。ア
ルティウスリンクの改善により業績は成長基調に乗りつつあるため、今後旺盛になっ
ていくと言われる BPO 需要をしっかりと取り込んでいくことが下期のテーマである。 
 
Q. 下期は成長を見据えた戦略的コストを投下すると記載されている。AI も一定の投
資なくしてリターンは得られない。どの領域に、どの程度の規模で戦略的コストを投下
するのか。 
A. AI 投資は二つに分けて考える。AI インテグレーションやサイバーセキュリティは、
設備投資として Capex to Sales12％の範囲でオーガニックに実施する。一方、中期経
営戦略では 3 年間で約 1 兆円の成長投資枠を用意している。基礎フリーキャッシュフ

ローの着実な創出とダイベストメントで得たキャッシュを活用し、AI 領域へ積極的に投
資していく考えで、具体的な内容について役員を含めて議論を深めている。AI への成
長投資には、フィジカル AI、クラウド事業、アプリケーションへの投資などが含まれ
る。リターンに基づくキャピタルアロケーションの方針に沿い、投資規律を持ち、ROIC



等も意識しながら成長投資領域を見定めていきたい。AIDC の堺 DC で既に採用した
企業には自動運転企業など多様なユースケースがあり、こういった領域も見ながら投

資先を選定する。 
 
Q. 約 1,500 億円のダイベストメントに伴い売却益も発生すると思うが、売却益によっ
て投資コストを一定程度吸収できるのではないか。 
A. 期中に生じる売却益も投資余力として活用できると考えている。 
 
 
質問者 3  

Q. ダイベストメントについて伺いたい。今後も進展させるとの説明だったが、ポートフ
ォリオ見直しは、現時点で何合目まで進んだと考えればよいか。検討中の領域や案
件数も聞きたい。また、想定以上の価格で売却が進みキャッシュ創出が計画を上回っ
た場合、超過分を追加的な株主還元に充てるのか、成長投資の原資として積み上げ
るのか、優先順位を伺いたい。 
A. 1Q に意思決定した案件は 11 件ある。このうち政策保有株式の売却 7 件を除く 4
件はプレゼン資料に具体的な内容を示している。全体の何合目かは回答できない
が、社内の検討体制とスケジュールは整備されており、戦略的合理性と投資効率の
検証を強化し、ポートフォリオマネジメントを進める。基礎フリーキャッシュフローとダイ
ベストメントで投資余力を創出し、AI などの成長投資パイプラインを検討しながら、リ

ターンに基づくキャピタルアロケーションを進める。M&A などへ振り向けるケースもあ
れば、投資先がない場合は株主還元も選択肢となるが、現時点で判断する段階では
ない。まずは成長投資先のパイプラインを強化する。 
 
Q. カカクコムについて、5 月に売却を表明した後、対抗提案も出ている。ダイベストメ
ントでは株主価値最大化の観点から価格を優先するのか、取引実現可能性や戦略
上の関係性も含めて総合判断するのか。 
A. カカクコムについては双方から TOB 提案があり、カカクコムの特別委員会を含め
て慎重に議論されていると理解している。カカクコムの既存株主と KDDI の株主の利
益を最大限重視し、当社の個別事情ではなく、経済的合理性に基づいて判断をして
いきたいと考えている。 
 
質問者 4  

Q. 1Q は、ミャンマーの引当見直しを含めても社内計画を上回ったものと理解。金融
には金利上昇による下振れ要因があった一方、端末関連などに上振れ要因があった
ように見える。通期営業利益、当期利益が上振れる可能性がある中、下期に戦略的
コストを投下するため通期見通しを上方修正しないというメッセージなのか。それと
も、単純に好調で上振れを期待してよいのか。 
A. ミャンマーのリース債権の引当率は、実績に基づき、原則、毎年度見直している。

将来の貸し倒れリスクの算定において、今回、引当対象としていたドル兌換が必要な
費用の一部が今後発生しない見込みとなったことで、トータルで必要なドル兌換額が
減少。結果、貸し倒れリスクが下がったことで引当率も下がり、引当取り崩し益が発
生した。この影響は計画策定時から概ね見えており、期初ガイダンスに織り込み済み



である。1Q 業績全般としては社内計画を上回っている。当社はこの上振れをできる
だけ維持したいが、将来に向けたコスト投下も考えているため、現時点で通期見通し

は変更していない。 
 
Q. ビジネスグロース領域について伺いたい。データセンターは EBITDA が伸びてい
る一方、営業利益が伸びているとははっきり書かれておらず、減価償却費の負担が
大きく、営業利益にはまだ効いていないのではないかと推測したが、そうだとすれば
増益要因は何か。 
A. 今期から減価償却の計上基準が変わり、利益率に影響したものの、今後は同じ基
準で計上していく。新しいデータセンターの増床、増築を継続しており、キャッシュ支出
と減価償却が続く状況は当面継続するため、この構造が大きく変化するとは見ていな
い。 
データブックでは調整後営業利益も開示している。1Q のデータセンターの調整後営
業利益は 69 億円で、前年同期比約 7 億円増加した。 
 
Q. ビジネスグロースは複数領域で増益となり、そのモメンタムが継続すると理解して
よいか。 
A. その理解でよい。 
 
質問者 5  

Q. テレコムコアの増益要因のうち、モバイル通信収入以外の 164 億円について伺
う。端末収支の改善が大きいと考えるが、背景と持続性を説明してほしい。 
A. モバイル通信収入以外の増益要因で大きいのは販促費の抑制である。昨年来、
LTV を重視した加入者獲得を進めており、短期契約者にかけるコストを減らし、長期
利用が見込めるお客さまへコストを集中することで販促費全体をコントロールしてい
る。この効率化に加え、昨年末の販促費会計基準の見直しで、短期契約に関する過
年度コストを償却した影響が今期は費用減として表れている。この二つによる販促コ
スト減が、通信料以外の増益の大きな部分を占める。 
 
Q. 販促費の影響は、通信料以外の増益のうちどの程度を占めるか。 
A.通信料以外の増益のおおむね 3 分の 2 を占める。 
 
Q.  下期に向けてもその流れは継続すると考えてよいか。 
A. 取り組み方針に変更はないため、下期も継続するとの理解でよい。 
 
Q. 金融事業の減益について伺いたい。時価評価損の金額を確認したい。また、住宅
ローン、カードローン、クレジットカードが伸びる中で減益となった理由と、この影響は
今後も長引くのかにつき、伺いたい。 
A. 長期金利上昇により、固定金利の住宅ローン債権の時価評価などで約 24 億円の

評価損を計上した。これは期初計画に織り込み済みである。加えて、預貸率が 100%
を超える中、旺盛な住宅ローン需要に応じて貸出しを進め、資産が膨らんだため、バ
ランスシートと流動性余力をコントロールする目的で今期は住宅ローンの新規貸出し
を抑制している。これも評価損と同程度の利益減少要因となった。クレジットカードや



銀行のその他サービスの好調で一部を補い、1Q は前年同期比 37 億円の減益とな
った。今期はバランスシートコントロールと流動性余力の回復を進め、来期以降の成

長余力を確保する。現在はその端境期である。 
 
Q. 住宅ローン残高は増えているが、新規実行を抑えているため手数料収入が減少
しているという理解でよいか。 
A. そのとおりである。 
 
Q. 今期中にこの問題は解消できるのか。どの程度の時間軸でバランスシートコント
ロールを終え、増益に転じるのか。 
A. 今期にしっかり取り組み、来期からの成長力を確保したいと考えている。貸出原資
となる預金残高の増強が必要であるが、個人預金残高は前年同期比 1.3 倍まで増加
しており、順調な回復を見込めると考えている。貸出ポートフォリオについても、利ざ
やの低い住宅ローンだけでなく、コンシューマーファイナンスやカードローンなど、1 件
当たりの貸出額は小さくとも利ざやの高い領域へ移行し、銀行の資金・利益の好循環
を目指す。 
 

以上 

 


